
様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R2年度：　－

○R元年度：　－

－ － － － － －

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

一括交付
金（ソフ
ト）

○R2年度：大学等と企業との共同研究（基礎研究）の成
果を活用し、引き続き事業化を進める企業の研究（応用
研究）を２件支援する。

予算事業名  －

主な財源 ○R元年度：大学等と企業との共同研究（基礎研究）の成
果を活用し、事業化を進める企業の研究（応用研究）を
２件支援した。一括交付

金（ソフ
ト）

補助 61,539 140,326 367,826 229,952 219,449 217,786

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄科学技術イノベーションシステム構築事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県、事業者、研究機関等

 担当部課【連絡先】 企画部科学技術振興課 【098-866-2560】

　知的・産業クラスター形成を図るため、大学等の研究シーズと県内外の企業
ニーズのマッチングを推進する体制をづくりをし、事業化に向けた共同研究等の
取り組みを支援する。

H29 H30 R元 R2 R3

補助件数３件 補助件数２件

主な取組 沖縄科学技術イノベーションシステム構築事業

対応する
主な課題

①沖縄科学技術大学院大学等から生み出される優れた研究開発成果を産業利用するには、産業界が持つ事業化ノウハウと融合させることが不可欠で
あり、産学官連携による研究開発を通してその実現を図る必要がある。また、産学官連携の裾野を広げるためには、大学や公的研究機関の研究成果
や技術シーズを産業界にわかりやすく発信する取組が求められる。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(5)-ウ 研究開発成果の技術移転による地場産業の高度化
施 策 ①　研究成果等の技術移転の推進

施策の小項目名 ○産学官共同研究開発への支援

県内大学等研究シーズを活用した企業の応用研究への補助

企業ニーズを踏まえた大学等の基礎研究への支援



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和元年度の取組改善案 反映状況

・本事業における県内大学等と企業の共同研究の成果を活用し、県内で事業化に
向けた応用研究を実施する企業に対して研究費を補助する。

・研究開発に必要なマネジメント能力や知的財産権等について、知見を有する
コーディネーターを配置し、研究開発の高度化等を図ることで事業化を推進す
る。

・県内大学等の研究成果を活用した企業の応用研究２件に対する補助を実施し、
支援した。

・支援機関（（公財）沖縄科学技術振興センター）において、マネジメント能力
や知的財産権等に関する知見を有するコーディネーター４人を配置し、研究開発
をフォローアップして事業化を推進した。

　令和元年度はこれまで支援した基礎研究か
ら、企業が主体となり事業化に向けた共同研
究にステップアップする応用研究を公募し、
外部有識者からなる採択審査委員会の意見を
踏まえ２件を採択し、支援を行った。
　応募は４件あったが委員会での意見を踏ま
え２件の採択となったことから、進捗状況が
やや遅れとなった。

活動指標名 　－ R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

－ － － － － －

活動指標名 大学等共同研究への支援 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

－ － － － 20件 － 100.0%

活動指標名 補助件数 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　基礎研究については、支援機関（（公財）
沖縄科学技術振興センター）にコーディネー
ターを配置し、県内大学等研究シーズと企業
ニーズをマッチングし、企業ニーズを踏まえ
た大学等の共同研究を20件支援した。
　応用研究については、基礎研究の成果を活
用して事業化を目指す企業の応用研究２件を
支援した。

－ － ３件 ３件 ２件 ３件 66.7%

219,449 概ね順調

H28年度 H29年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・本事業における県内大学等と企業の共同研究の成果を活用し、県内で事業化に向けた応用研究を実施する企業に対して引き続き研究費を補助する。
・研究成果を事業化につなげるため、技術改良や企業連携の拡大などへのコーディネーターによる支援を強化する。

○内部要因 ○外部環境の変化

・本県の知的・産業クラスターの形成に向け、OISTや沖縄高専の設立等により研
究人材の集積が図られつつあるものの、県内では事業化を担う企業の集積が十分
でなく、経営資源が乏しい中小零細企業が多いため研究開発の取り組みが十分に
行えない状況にある。

・マッチングイベントの積極的な参加等により、産学共同研究の機運が高まって
きている。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・本県の知的・産業クラスターの形成を図るため、事業化を担う企業の集積促進や企業の研究開発の強化を図る必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

主な取組 産業振興重点研究の推進

対応する
主な課題

②県立試験研究機関については、地場産業の振興に結びつけるため、研究開発レベルの向上に加え、企業ニーズ等を見据えた研究開発が求められて
おり、産学官連携など企業の事業化ノウハウの活用や研究機関相互の連携などによる付加価値の高い製品・技術の開発に取り組む必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(5)-ウ 研究開発成果の技術移転による地場産業の高度化
施 策 ②　県立試験研究機関における研究開発の推進

施策の小項目名 ○ニーズの高い研究開発の推進

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 企画部科学技術振興課 【098-866-2560】

　本県の産業振興に資するため、県立試験研究機関において重点的に取り組む試
験研究課題を試験研究評価会議において決定し、研究開発資源を集中的に投入し
て研究を推進する。

H29 H30 R元 R2 R3

５件
試験研究
課題数

２　取組の状況（Do）

予算事業名 沖縄県産業振興重点研究推進事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

県単等 ○R2年度：令和元年度の試験研究評価会議において新た
に重点研究課題に決定した新規２件と継続の重点研究課
題６件の計８件を実施する。

予算事業名 　－

主な財源 ○R元年度：重点研究課題７件（継続３件、新規４件）を
実施した。

県単等 直接実施 37,999 36,582 35,306 34,665 32,153 38,374

決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

○R2年度：　－

○R元年度：　－

－ － － － － －

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額

沖縄県試験研究評価システムを活用した研究テーマの設定、連携研究の促進



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

活動指標名 試験研究課題数 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　県立試験研究機関において継続する重点研
究課題３件に、令和元年度から開始する４件
を加えた合計７件の試験研究を実施した。
・研究実施機関：農業研究センター（本所、
名護、宮古）、森林資源研究センター、水産
海洋技術センター
・分野：農業、林業、水産

10件 ７件 ７件 ７件 ７件 ５件 100.0%

32,153 順調

H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

－ － － － － －

活動指標名 － R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

　平成30年度の試験研究評価会議において、
新たに４件の重点研究課題を決定し、令和元
年度から試験研究を実施した。よって、継続
して実施する重点研究課題３件を合わせて、
計７件を計画どおり実施したことから「順
調」とした。
　いずれの重点研究課題も、平成30年度の目
標どおり研究を実施したと進捗管理されてお
り、研究成果による産業振興が期待される。

活動指標名 － R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

－ － － － － －

令和元年度の取組改善案 反映状況

・引き続き、各研究機関等と連携して、試験研究システムを効率的に運用する。

・関係団体、企業、市町村、県の関係機関等に対し要望調査を行い、ニーズを踏
まえた新規課題化に取り組む。

・より多様化・複雑化した課題に対しては、各分野の複数研究機関が連携して課
題解決に取り組むよう努める。

・試験研究システムを効率的に運用するため、各試験研究機関等からの意見を踏
まえ適宜システムの見直しについて検討を行った。

・関係団体、企業、市町村、県の関係機関等に対し要望調査を行い、これら機関
から提出された要望課題を各試験研究機関いおいて検討し、新規課題化するな
ど、一定のニーズを踏まえ新規課題を設定している。

・今後、新規課題の設定や研究を進める上で課題解決のため各分野の複数研究機
関が連携する必要がある場合は連携を図ることとしている。



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・今後も試験研究成果の民間移転や普及促進など、産業の高度化や生産性の向上に向け、試験研究の内容を効果的に評価するため、必要に応じて試験研究評価シス
テムの見直しを行っていく。

○内部要因 ○外部環境の変化

・試験研究評価システムは、９つの県立試験研究機関（農林水産部、商工労働
部、保健医療部）が実施する全ての研究課題を評価の対象としており、その予算
についても、国や独立行政法人等の委託業務、一括交付金、県単独予算によるも
のなど、課題ごとに異なっており、複雑化している。

・アジアへの進出を見据えた商品開発、新技術の開発等、企業・生産者・消費者
のニーズが多様化している。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・複雑化している試験研究システムをより効率的に運用するため、関係各課及び各機関が連携し、研究成果を速やかに普及・事業化するように努める必要がある。
・多様化するニーズに対応した研究を実施するため、関係団体、企業、市町村、検討の関係機関に要望調査を行ったうえで、新規課題化等の検討を行う必要があ
る。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）



様式１（主な取組）

（1）取組の進捗状況 (単位：千円)

○R2年度：　－

○R元年度：　－

－ － － － － －

主な財源 実施方法
R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額 主な財源

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度

県単等 ○R2年度：　研究員育成事業、研究開発成果の権利化推
進、知的財産関連の講習会を行う。また、引き続き外部
専門家を活用した知的財産相談体制を整える。

予算事業名 －

主な財源 ○R元年度：　研究員育成事業（研修等派遣）、研究開発
成果の権利化推進を行った。また、外部専門家を活用し
た知的財産相談体制を整備した。

県単等 直接実施 6,459 6,441 5,864 6,222 8,210 8,197

２　取組の状況（Do）

予算事業名 科学技術振興総合推進事業

主な財源 実施方法
H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 R元年度 R2年度 令和元年度活動内容と令和2年度活動計画

決算額 決算額 決算額 決算額 決算見込額 当初予算額

実施主体 県

 担当部課【連絡先】 企画部科学技術振興課 【098-866-2560】

　県内産業ニーズに応じ、県立試験研究機関の研究員のキャリアやスキルを向上
させるため、研究機関への派遣研修、国際学会における発表などを行う。
　試験研究機関の研究成果を県内産業界において戦略的に活用するために特許等
の知的財産権の獲得を行う。

H29 H30 R元 R2 R3

主な取組 科学技術振興総合推進事業

対応する
主な課題

②県立試験研究機関については、地場産業の振興に結びつけるため、研究開発レベルの向上に加え、企業ニーズ等を見据えた研究開発が求められて
おり、産学官連携など企業の事業化ノウハウの活用や研究機関相互の連携などによる付加価値の高い製品・技術の開発に取り組む必要がある。

１　取組の概要（Plan）

取組内容 年度別計画

「主な取組」検証票

施策展開 3-(5)-ウ 研究開発成果の技術移転による地場産業の高度化
施 策 ②　県立試験研究機関における研究開発の推進

施策の小項目名 ○ニーズの高い研究開発の推進

研究員の資質向上、研究成果の権利化推進及び効果的な運用、国及び独立行政法人等との連

２人

国際学会、

海外研修派遣

７人

国内研究機関等

への研修派遣



様式１（主な取組）

活動概要

進捗状況の判定根拠、要因及び取組の効果

 (２)これまでの改善案の反映状況

令和元年度の取組改善案 反映状況

・知的財産の保護や活用に関するセミナーを行い知的財産の活用を促進する。

・研究員のキャリアやスキルを向上させるため、国内外への派遣研修を引き続き
行う。

・知財セミナーの開催に向けて、講師の人選や日程調整等について準備を前倒し
で行うなど改善を図る。

・知的財産セミナーについて、テーマ及び講師の選定、日程調整等を計画的に行
い、11月にセミナーを開催した。セミナーは、県立試験研究機関の研究員を対象
とした、外部講師による「公設試験研究機関における知的財産管理活用」に関す
る内容であり、その参加者は20名であった。

・研究員のキャリアやスキルを向上させるため、国内研修に６名、海外に３名派
遣し、その研修成果等の情報発信を行った。

　二つの活動指標それぞれの達成割合は100%
及び86%であることから、進捗状況は順調とし
た。取組の効果としては、派遣した研究員が
自身の研究課題に資する研修を自ら計画し、
研修において知見を習得することで、研究開
発レベルの向上に寄与した。
　また、外部専門家を活用した知的財産に係
る相談体制を構築しており、令和元年度は３
件の相談があり、適切な助言を行うなど有効
に活用されている。

活動指標名 － R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

－ － － － － －

活動指標名 国内研究機関等への研修派遣 R元年度

実績値

H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 実績値(A) 計画値(B)

H30年度 実績値(A) 計画値(B)
達成割合

A/B

達成割合
A/B

8人 13人 12人 17人 6人 7人 86.0%

活動指標名 国際学会、海外研修派遣 R元年度 R元年度
決算見込
額合計

進捗状況

実績値

H27年度
　県立試験研究機関の研究員を、国内研修へ
６名、海外研修へ３名派遣し、研究員の資質
向上を促進するとともに、弁理士への相談体
制を整備するなど研究成果の権利化及び活用
推進に向けた取り組みを推進した。
（当初７名の国内研修を予定していたが、豚
熱の影響により１名が畜産関係研修を取りや
めた。）

5人 4人 5人 5人 3人 2人 100.0%

8,210 順調

H28年度 H29年度



様式１（主な取組）

４　取組の改善案（Action）

・知的財産に関するセミナーの実施や、外部専門家（弁理士等）との相談体制の構築及び周知を行うことにより、沖縄県試験研究機関における知的財産の活用を促
進する。
・研究員のキャリアやスキルを向上させるため、国内外への派遣研修を引き続き行う。

○内部要因 ○外部環境の変化

・付加価値の高い製品及び技術の開発等にあたっては、知財戦略についても検討
する必要があることから、関係部署を対象としたセミナーや研究員を対象とした
派遣研修を行い、知的財産権に係る知識の習得と活用促進を図る必要がある。

・産業の海外展開や品種の流出防止対策の重要性が高まっており、研究成果の権
利化及び権利保護について、海外への展開等を視野に入れた知的財産の取扱いの
検討や対策が求められてる。

(2)改善余地の検証（取組の効果の更なる向上の視点）

・知的財産の保護や活用に関するセミナーや派遣研修を行い知的財産の活用を促進する必要がある。
・研究成果の権利化促進及び権利保護対策等につなげるため、外部専門家との知的財産相談体制について関係部署に広く周知し、活用を促す必要がある。

３　取組の検証（Check）

(1)推進上の留意点（内部要因、外部環境の変化）


